
第４０回東京都新型コロナウイルス感染症対策本部会議

次 第

令和２年１１月１９日（木） １６時５０分から

都庁第一本庁舎７階特別会議室（庁議室）

１ 開会

２ 状況報告・各局発言

３ 本部長発言・指示

４ 閉会



新型コロナウイルス感染症に関する対応

令和２年１１月１８日



１．現在の状況

〇 主な国・地域ごとの発生状況（厚生労働省発表 １１月１８日１５時時点）

国・地域 感染者数 死亡者数

米 国 11,357,322 248,672

イ ン ド 8,912,907 130,993

ブ ラ ジ ル 5,911,758 166,699

フ ラ ン ス 2,002,969 45,107

ロ シ ア 1,954,912 33,619

ス ペ イ ン 1,510,023 41,688

ア ル ゼ ン チ ン 1,329,005 36,106

コ ロ ン ビ ア 1,211,128 34,381

メ キ シ コ 1,011,153 99,026

ペ ル ー 938,268 35,271

そ の 他 19,394,903 464,812

合 計 55,534,348 1,336,374

※191の国・地域で確認されている。



〇国内の発生状況（厚生労働省発表１１月１７日２４時時点）

都 道 府 県 感染者数 死亡者数
東 京 都 35,229 476
大 阪 府 15,763 265
神 奈 川 県 10,349 182

愛 知 県 7,764 100

埼 玉 県 6,996 122

千 葉 県 5,937 84
北 海 道 5,683 129
福 岡 県 5,398 105
兵 庫 県 4,014 73
沖 縄 県 3,792 66
そ の 他 18,516 310
合 計 119,441 1,912

※チャーター便帰国者15名、空港検疫1,359名、クルーズ船乗員・乗客712名を除く。

〇都の発生状況35,722名（１１月１８日１９時３０分時点） 福祉保健局プレス発表資料累計

・海外からの旅行者 ３名（中国在住）
・都内在住者等 ３５，７１９名（うち死亡者４７６名）



〇 直近の国の動き
１０月３０日 第44回新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１１月１０日 第45回新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１１月１２日 第14回新型コロナウイルス感染症対策分科会
１１月１６日 第46回新型コロナウイルス感染症対策本部会議

〇 直近の都の動き
１０月３０日 第39回東京都新型コロナウイルス感染症対策本部会議



新型コロナウイルス感染症への各局の対応

令和２年１１月１８日



〇 直近の各局の主な対応（９月～）

【政策企画局】

・１都３県知事による国への共同要請（10月16日）

【戦略政策情報推進本部】

・新型コロナウイルス感染症対策に関する情報を一元的に案内する「東京都新型コロナチャットボットサービス」を開始（9月16日）

【総務局】

・「団体向け新型コロナウイルス感染防止対策自主点検等支援事業（総合支援事業）」の申請受付を開始（10月9日）

【生活文化局】

・「新しい日常」の定着に向けたCMを放映を開始（9月28日）
・広報東京都10月号1面で、家庭内での感染予防について掲載
・広報東京都11月号1面･2面で、発熱時の受診フロー図などインフルエンザとの同時流行への備え、支援策について掲載
・東京都つながり創生財団と連携し、都内外国人向けに感染防止策に関するチラシを「やさしい日本語」、英語等で作成・配布

【福祉保健局】

・「東京都新型コロナウイルス感染症対策条例」を改正
・新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザの同時流行を見据えた取組をとりまとめ



〇 直近の各局の主な対応（９月～）

【産業労働局】

・事業承継等に関する経営課題についてオンライン相談を開始（9月15日）
・「再就職促進オンライン委託訓練」受講生の募集を開始（9月25日）
・感染拡大防止と観光振興の両立について１都４県でテレビ会議を行い、「感染しない、感染させない」対策について
共同メッセージを発信（9月25日）

・「事業再生特別相談窓口」を設置（9月28日）
・GoToトラベル事業に関するセミナー参加、アドバイザー派遣の募集を開始（9月29日）
・「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（9月実施分）」の申請受付を開始（10月1日）
・「新型コロナウイルス感染症緊急対策トライアル発注認定制度（第2回）」の申請受付を開始（10月1日）
・「オンライン東京ツアー」への参加申込の受付を開始（10月5日）
・「宿泊施設テレワーク利用促進事業」の申請受付開始（10月8日）
・「オンラインツアー造成支援事業」の募集を開始（10月8日）
・「早期再就職緊急支援事業」の実施について公表（10月8日）
・「都内観光促進事業」（もっと楽しもう！TokyoTokyo）登録事業者の申請受付を開始（10月9日）
・「観光事業者の経営力強化に向けた専門家派遣」を実施（10月15日）
・新型コロナウイルス感染症対策の実施期間の延長について公表（10月28日）
・「新型コロナウイルスの影響による解雇・雇止め等に関する電話特別労働相談」を実施(10月29日・30日)
・「新しい日常」に対応した観光事業者等の取組を紹介するウェブサイトを開設（10月30日）
・「飲食事業者向けテラス営業支援」追加募集を開始（11月17日）

【教育庁】

・新型コロナウイルス感染症対策と学校運営に関するガイドラインの改訂及び周知（区市町村には改訂版ガイドラインを参考に周知）
・「東京都発熱相談センター」の開設についてを通知（区市町村には同センターの開設について参考に周知）


